
様 式 Ｚ－２〔記入例〕 

 

科学研究費助成事業 支払請求書（平成２５年度） 

 

 

  独立行政法人日本学術振興会理事長 殿 

 

                                                   所属研究機関・部局・職 

                            研究代表者     ○○大学・○○研究科・教授 

                                                   氏  名      ○ ○ ○ ○  印 

 

 

さきに交付の決定の通知があった科学研究費助成事業（基盤研究（Ｂ））のうち学術研究助成基金助

成金の平成２５年度分について、下記により概算払で支出してくださるようお願いします。 

 

記    

 

１．課題番号 ２ ４ ２ ３ ４ ５ ６ ７  

 

２．研究期間 平成２４年度～平成２７年度 

 

３．請求額（学術研究助成基金助成金） 

 直接経費の額 間接経費の額 合計 

平成２５年度所要見込額（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 5,400,000 円  

平成２５年度科学研究費補助金 

交付予定額（Ａ） 
2,900,000 円  

平成２４年度学術研究助成基金 

助成金未使用見込額（Ｂ） 
500,000 円  

平成２５年度請求額（Ｃ＝（ａ＋ｂ）） 2,000,000 円 600,000 円 2,600,000 円

 
うち前期分（4月～9月）請求額（ａ） 500,000 円 150,000 円 650,000 円

うち後期分（10月～3月）請求額（ｂ） 1,500,000 円 450,000 円 1,950,000 円

※直接経費の平成２５年度所要見込額（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）が300万円未満の場合は全額前期分に計上し、300

万円以上の場合は前期分（ａ）と後期分（ｂ）を分けて記載すること。 

  
 

上記学術研究助成基金助成金の受領方を 

 

          研究機関名（注）：○ ○ 大 学       （ 学校法人□□□□ ） 

 

           研究機関代表者職・氏名： 理事長 ○ ○ ○ ○ 

 

                                                                      に委任いたします。 

 

                                                   所属研究機関・部局・職 

                           研究代表者     ○○大学・○○研究科・教授 

                                                   氏  名      ○ ○ ○ ○  印 

 

注 学校法人理事長に助成金の受領を委任する場合には、研究機関名に大学名とともに（ ）書きで学校法人

名を記入すること。大学長に助成金の受領を委任する場合には、大学名のみ記入すること。 

機 関 番 号 

１ ２ ３ ４ ５

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 



様 式Ｚ－２別紙（変更後の交付（予定）額及び研究実施計画） 
※交付申請書等に記載の交付予定額から変更する場合のみ添付 

 

 

（直接経費の額を記載） 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成  年度 平成  年度  

補助金 交付申請書等に記載の額 3,300,000  2,900,000 1,300,000 1,300,000  － －  

助成金 
交付申請書等に記載の額 1,900,000  1,700,000 700,000 700,000  － －  

変更後の交付（予定）額 1,900,000  2,000,000 600,000 500,000  － －  

（直接経費の額を記載） 平成  年度 平成  年度 平成  年度 平成  年度 平成  年度 合 計  

補助金 交付申請書等に記載の額 － － － － － 8,800,000 

助成金 
交付申請書等に記載の額 － － － － － 5,000,000 

変更後の交付（予定）額 － － － － － 5,000,000 

(１)前倒し支払請求の必要性、前倒しを求める背景（前倒し支払請求を行う場合のみ記入すること。） 

 

 当初計画よりも進展があったため、平成２６年度に実施予定であった○○調査を平成２５年度中に実施する必

要がでてきた。このことにより、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ため、前倒し支払請求することとしたい。 

 

(２)後年度の交付予定額を減額しても研究目的を達成できる理由（前倒し支払請求を行う場合のみ記入すること。）

 
 平成２６年度に実施予定であった○○調査を平成２５年度中に実施することとするが、同調査により得られた
データの解析を平成２６年度中も引き続き行うことが必要であり、平成２６年度に請求する金額は減るものの研
究遂行する上では大きな問題はない。また、平成２６年の計画は○○○○○○○○○○○○○○○○○であり、
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○で研究目的の達成を目指す。 

本年度以降の研究実施計画（変更点を中心に記入すること。） 

 

 平成２５年度は、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○。 

 

 平成２６年度は、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

 平成２７年度は、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



様式Ｚ－２〔作成上の注意〕 
 
本様式は、研究代表者が、科学研究費助成事業のうち２年度目以降の学術研究助成基金助成金（以下、「助

成金」という。）の支払請求を行おうとする場合に作成すること。 

 

作成にあたって、交付申請書等に記載の交付予定額から助成金の請求額を変更する場合には、様式Ｚ－２別

紙「変更後の交付（予定）額及び研究実施計画」を作成し、様式Ｚ－２の裏面に当たるように両面印刷して添

付すること。 

 

 本様式の作成時に誤記入があった場合には、改めて作成すること（訂正印及び修正液等の使用は認めない。）。 
 
【注意事項】 

 

１．「研究代表者」、「研究種目名」、「課題番号」、「研究期間」については、交付申請書に記載した内容

（様式Ｚ－１３－２「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う補助事業期間延長承認申請書」を提出して

いる場合は、最後に提出した様式に記載の内容）を記入すること。「研究代表者の氏名」については、記名

押印又は署名により記入すること。 

 

２．「請求額」については、以下に従って記入すること。 

 

 ・「平成２５年度所要見込額（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）」の「直接経費の額」欄には、支払請求書提出時点において平成

２５年度に必要とする直接経費の見込額を記入すること。 

 

 ・「平成２５年度科学研究費補助金交付予定額（Ａ）」の「直接経費の額」欄には、内定一覧に記載の科学

研究費補助金（以下、「補助金」という。）の平成２５年度の直接経費の額を記入すること。 

 

 ・「平成２４年度学術研究助成基金助成金未使用見込額（Ｂ）」の「直接経費の額」欄には、支払請求書提

出時点における平成２４年度の助成金の未使用見込額（金額単位は１万円単位とすること。）を記入する

こと。 

 

 ・「平成２５年度請求額（Ｃ＝（ａ＋ｂ））」の「直接経費の額」欄には、助成金の直接経費について、平成

２５年度の請求額（平成２５年度所要見込額から、平成２５年度の補助金の額及び平成２４年度の助成金

の未使用見込額を、差し引いた額）を記入すること。 

 

 ・「間接経費の額」欄には、直接経費の３０％に相当する額を記入すること。「合計」欄には、それぞれの

直接経費及び間接経費の額の合計額を記入すること。 

 

 ・「うち前期分（4月～9月）請求額（ａ）」欄及び「うち後期分（10月～3月）請求額（ｂ）」欄について

は、以下に従って記入すること。  

 

 ＜直接経費の平成２５年度所要見込額が300万円未満の場合＞ 

  ・平成２５年度請求額を前期分と後期分を分けずに、全額を前期分請求額欄に記載すること。 

  ・直接経費の請求額は原則10万円単位とすること。 

  ・間接経費の額は、直接経費の30％に相当する額とすること。 

  ・後期分請求額には「０」を記入すること。 

 

 ＜直接経費の平成２５年度所要見込額が300万円以上の場合＞ 

  ・平成２５年度請求額は、前期（4月～9月）分と後期（10月～3月）分を分けて記載すること。 

  ・直接経費の請求額は原則10万円単位とすること。 

  ・間接経費の額は、直接経費の30％に相当する額とすること。 

  ・後期分請求額については、10月頃に送金予定。 
 
３．助成金の受領を所属する研究機関の長に委任すること。大学長に助成金の受領を委任する場合には、研究

機関名に大学名のみ記入すること。なお、学校法人理事長に助成金の受領を委任する場合には、研究機関名

に大学名とともに（ ）書きで学校法人名を記入すること。 



様式Ｚ－２別紙「変更後の交付（予定）額及び研究実施計画」〔作成上の注意〕 
 

 ※本別紙は、交付申請書に記載の交付予定額（様式Ｚ－３「前倒し支払請求書」、様式Ｚ－１３－２「産前産後の休暇

又は育児休業の取得に伴う補助事業期間延長承認申請書」により、交付予定額を変更している場合には、最後に提

出した様式に記載の直接経費の交付予定額）から助成金の請求額を変更する場合に添付すること。 

 
①「交付申請書等に記載の額」欄 
補助金及び助成金について、交付申請書に記載の直接経費の交付予定額（様式Ｚ－３「前倒し支払請求書」、様式Ｚ

－１３－２「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う補助事業期間延長承認申請書」を提出している場合は、最後

に提出した様式に記載の直接経費の交付予定額）を年度毎に記入すること。 
補助事業期間外の欄には「－」を記入すること。また、補助事業期間の延長により枠が足りなくなる場合は、欄外

に分かるように記入すること。 
 
②「変更後の交付（予定）額」欄 

助成金について、既に受領している直接経費の額及び変更後の直接経費の交付予定額を年度毎に記入すること。当

該年度については今回請求額を記入すること。 
補助事業期間中、いずれかの年度の交付予定額を「０円」とすることも可能である。なお、応募資格の喪失等予め

研究廃止を想定し、研究費を前倒して使用するものは認められないので十分留意すること。 
今年度の交付予定額が、様式Ｚ－２「３．請求額」欄の「平成２５年度請求額（Ｃ＝（ａ＋ｂ））」欄の直接経費の

額と同額となっていることを確認すること。 
 
③「（１）前倒し支払請求の必要性、前倒しを求める背景」欄は、前倒し支払請求を行う場合のみ記入すること。 
前倒し支払請求を必要とする理由を、具体的かつ簡潔に記述すること。記述の内容によっては、前倒し支払請求が

認められない、あるいは執行状況の確認を求める場合があるので留意して記述すること。 
 
④「（２）後年度の交付予定額を減額しても研究目的を達成できる理由」欄は、前倒し支払請求を行う場合のみ記入す

ること。 

後年度の交付予定額を減額しても当初の研究目的が達成できる理由を、具体的かつ簡潔に記述すること。記述の内

容によっては、前倒し支払請求が認められない、あるいは執行状況の確認を求める場合があるので留意して記述する

こと。 
 
⑤「本年度以降の研究実施計画」欄 
 
ア  補助金及び助成金の使用予定（購入する物品及びその購入時期等）を考慮の上、本年度以降の変更後の研究実

施計画を年度毎に区分して記述すること。記述に当たっては、当初研究実施計画からの変更内容が明らかになる

ように記入すること。 
イ  複数の研究者により実施する研究計画については、研究計画を実施する際の各研究者相互の関係を明確に記入

すること。 
ウ 相手方の同意・協力や社会的コンセンサスを必要とする研究課題については、相手方の同意等を得たうえで研

究計画を実施することが分かるように記入すること。 
エ 本欄は日本語で記入すること。 


